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られていた。

大正 12 年以降実施した原lilli iìi-$，):は，実際原価の吉十nー Oi;:計算)

に終始し，工場経費を製品別には悔し，注文筒所の経引に娠替

える )hi， として H!\，、ら j したとし、うこと泊:で、きる 。 し泊、も剖11 ' ''1 1'(

計 $ì: を行い， fiis門 E止を製品ごとに賦紋するブJ法も， m~門 ごとの

酉G~~率を採}/jしたのは僅か 4 年て'中止し ， その後は附素化をは

かる方法に変っている。

IIH平~ I 26 年 7 月以降新会計制度を係灯] してから 5 年目に， 中間

勘定(}ll品と工事とを除いた他の全:iil) は ， 際司主使用による経理

方式を実施した。これは工幼のj場合，実際Jjj(jmi計l::tに新しい方

式を滋入しようとする試みて・I &~i(主 úfllilfi計算採mのさきがけと

して十分意義のある こと である。

以上の経rJf.を経て，昭和 31 年度から僚準原価計算が笑施さ

れるに奈ったが，なお標準設定についての具体的な規程が制定

されたのではなく，完成はまったく今後の研究努力にかけられ

ている。このJ劫合多くの人々の頒念している点は， 工場の主要

業務が l彦総であることであって ， 以j_\~化を文字通りに適m し得

るかどうかである。このためH百平~] 29 年度において郡iJJ，大井

商工峨が，蒸気後関車， :lヨ111および電車の形式別 1 111 ご との精

官官な実際l京 lùfi計算ーを実施し，その中|間報告によれば， 際ì\g化設

定は可能と考えられるに至った。

現行の g~~準原 Imi と 突際原Imi との附成比較を示すとっきrのよう

になる (26 工場に対し，統一原 lilfi計算を実施している)。
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標準原価の計 算については， 前記のように現段階では決定的

な解説は閲覧症であるから， ここでは 31 年度から一応出発した

工湯絞取腕程による解説にとどめる。

1 ~~準原 1由lを適用する工事

車両修繕， 111同製作， 111両改良， 自動車修総I l!I fl! ， 設出11，

有Iì充， 除去/1付帯，蓄電池， ~碍物， 製材

上記以外は傑準配賦率のみを適用し，材料政および直接経'l't

は突政側による。

2 際ìl~絞'l'tおよび傑準能力人工

毎ヰn1i年度工場ごとに当該年l立の工事五i， 工主効能力その他を

勘案して計算する。

能力人工の計算式はつぎによる。

標準能力人工= 1 人 l 日作業時間×操業日数

X 1 日 平均出回人員X工事割合

1 日平均出向人員= 1 日 平均現在gX 出国側合

工事割合=工事人工..;-(工事人工 +雑役人工)

3 ~告現在百日j成率

t;Vl~経!I'tと際準能力人工と にもとづき，つぎにぬげる工事樋

別ごとに算定した 1 工事人工当りの際準経E止をし、う。

(1) 一般工事(営繕工事を除いた間接工司1 を合む) (2) 蓄電

池工事 (3) 鋳物工事 (4) 製材工事 (5) 営繕工事

4 標準直接経費および標準材料自

央臨~にもとづき，当該年度における際準を各工事ごとに;p:定

する。

実際原価計算の方法は， 個別計算と総合計 J): との 2 つの方i去

を，工ì.)lのもi1ì ~iによ ってそれぞれ適合するように使いわけてい

るが，工場経理規程の上では，この使いわけが具体的に示され

てはいない。工事組別の工事命令券による工作帯号の設け方に

よって ， 純然、たる{閥別計算となる場合，高11別総合計 Jì となる場

合等そのつど必裂によって工ILj長が選定するのである。慨指し

て示すと，

組別総合計算に属する工事

111両修繕(事樋別修繕別) 自動車修締 (111樋別修絡5)1]) 餓械

修繕(線区別) 1l�1!� (品極別修繕見1]) 帯電池(品位 ))1]) 鋳物

( ，:WI 節目1]) 製材(品極5)1]) 間接(工事別)

fl!1別t十l):に隠する工事

111同製作， 車両改造， 設úlll，部外

総合・ (/01別を必要に応じ併用する工事

各所i白紙， I徐却イ'l..n:' ， JrT ii~品製作，相互~托

*11))IJ総合計 nにl認する工事でも ， 必裂に応じ jlM日仔I';Pを行う

ことは前記のとおりである。

部門~'l計算の方法は蓄電池，鋳物の場合でも一応i部門fiを計

J}ーしている。これらは品極日Ij総合計$)-をしてはいるが， 1 工場

内で多喜fi多様の部門を持ち， 多品関の製品が生産されている油、

ら，部門!I'tの西日賦にこの手続が必要となるのである。

制11"] の設定は総裁逮てー定めた職場のうち，動力・巡徹および

検査紋湯は布IìDiJ部 1"] とし ， イ也を製造部門としている。このため

大規艇の工場と小規模の工場とでは同じ名称の部門においても

作業内容を具にすることとなり ， 26 工織の横の比較には，同一

条件でないものを見なければならない不便を生ずるが 1 部1 I叶

の}"(任者(職場長)の純凶|を明確にする点からこのブIJr:去を採った

ものである。例外として諮屯池 ・ 鋳物 ・ 製材およひ必・絡工事に

ついては，職場を設けてない工場にあっても職場がある J;!.}合と

l司被な処国!をしている。淵11"]'l'(を各工事に自己i賦する方法は，労

働時間I(尖働工事人工)1去を採用している a 古くはT江接賃金を誌

とする配賦を採用したこともあるが，これはそのときの作業加

算給計算方法との関係で使宜:妥当の方法が選定されたものであ

る( *1'1:部制度)。

製造部門吹を計算し， その酉日目武器 ì\色は工事人工により l 工事

人工当り間接政，すなわち間接普賢配賦率を求めて，各工事に配

賦していることは前記のとおりであるが， 部門 ))IJ の自己賦率を算

定し ， 多数(職場数と同数)の率を設けるのは手数がかかるので，

!JH手は手数省 HIちのため L西日賦率算定表l (工初経理規程に定め

る)によって，機ì\~原 lill冷1$'):の場合と同様に 5 つに区分してい

る。ただし工場長は必35に応じてこの 5125:.分を制1/分できるよう

に定めてある。通称乗率の誌は間接到目G~率をな')未し ， 古くは

工作以来キの用誌が用いられ，それ以来梁率と略称されて来た

もので現在でも通用している。 I間接'l'(配賦率は予定によって計

J~ しているので，通常予定配賦率が用いられ，とくに突総ある

いは惚準を冠して予定と区別するならわしになっている。

)j;llilli外経政については具体的に示さず，経質発生のつど経l'.J!

局長が指定することに規定しているが， 災世f応急復旧費はその

適例である。工場!庖設の滅Inf日11却1J'(は現行規程にあっては紘机

ていないが， 研究課題となっている。

原 (1m計算に必袈なf!l類はつぎのように定めてある。

l 工事の施行( *工事)

(1) 工事命令券 (2) 工事通告券 (3) 施工券

2 材料政および物件費の計算

一一- 494 一一一




